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し、関連する産業界、市民コミュニティや NGO 等の活動にも目を向けていきたい。 


















































量から 20％程度を削減する」といった 2030 年の排出目標を国連に提出するなど、活発な
動きは前政権から始まったと言える。 
また、気候変動の深刻化が引き起こすと予想される被害も強調されるようになり、馬政















院の下に関係省庁間の調整を行う組織「能源及減碳弁公室」（Office of Energy and Carbon 





の内訳を見てみると、火力 84.1％、水力 2.8％に対し原子力 10.0％（2008 年比 41％減）、





ガスの比率を高めてきた。事実 2008 年には石炭 65.8％、石油 8.1％、天然ガス 26.1％だっ
















達し、10 年前の約 4 倍となった（図 2）。 
太陽光発電では屋上パネルによる発電が大いに進められており、また台湾海峡は世界屈
指の洋上風力発電ポテンシャルを持つことから、2025 年までの投資規模は風力だけで














































































 写真 1 總統府、TAIWAN’s 14th-term President Tsai Ing-wen attend the inaugural 
ceremony activities. via Wikimedia Commoms［CC-BY-2.0 
（https://creativecommons.org/licenses/by/2.0/deed.en )］  
 写真 2 Hendrywu, Delta Electronics headquarters in Neihu District, Taipei City. via 
Wikimedia Commoms［CC-BY-SA-4.0 (https://creativecommons.org/licenses/by-
sa/4.0)］. 
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（2019年 9月 24日修正）   
